
不在者投票施設指定申請等に係る事務処理基準 

 

第１ 指定施設 

   指定施設とは、県の選挙管理委員会が指定する次の施設とする。 

(1) 病院（以下｢指定病院｣という。） 

(2) 老人ホーム（以下｢指定老人ホーム｣という。） 

(3) 身体障害者支援施設（以下｢指定身障施設｣という。） 

(4) 保護施設（以下｢指定保護施設｣という。） 

 

第２ 指定の基準 

   施設の運営状況を確認するため、施設開設後おおむね３月を経過した後に申請を受け付けるもの

とし、申請書受理後直ちに当該施設の現況を不在者投票施設指定調査票（別紙様式）により調査する

ものとする。ただし、施設の新築移転が伴う場合も同様（必要書類は新規の指定時に準ずる。）とする。 

  なお、施設の種類による指定基準は次のとおりとする。 

(1) 指定病院 

おおむね５０人以上の患者を収容するに足るベッド数を有する病院であること。ただし、施設の 

調査の結果、不在者投票の管理執行上、問題がないと判断される場合は、この限りではない。 

※病院とは、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第 1条の５第１項に規定する病院（介護保険

法（平成９年法律第１２３号）第８条第２８項に規定する介護老人保健施設及び同条第２９項

に規定する介護医療院を含む。）をいう。 

(2) 指定老人ホーム 

老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第１７条に基づき厚生労働大臣が定めた養護老人ホー 

ム等の施設基準を備え、かつ収容定員がおおむね５０人以上のものを基準とする。ただし、収容定 

員に係る基準については、施設の調査の結果、不在者投票の管理執行上、問題がないと判断される 

場合は、この限りではない。 

   ※老人ホームとは、老人福祉法第５条の３に規定する老人短期入所施設、養護老人ホーム、特別

養護老人ホーム及び経費老人ホーム並びに同法第２９条に規定する有料老人ホームをいう。 

(3) 指定身体障害者施設等 

おおむね５０人以上の人員を収容（通所者を除く。）することができる規模を有することを基準 

とする（身体障害者支援施設については、そのほか収容者のうち身体障害者福祉法（昭和２４年法

律第２８３号）第１５条第４項の規定により交付を受けた身体障害者手帳に身体上の障害の程度が

１級又は２級と記載されている者が、２５人以上であること。）。ただし、施設の調査の結果、不在

者投票の管理執行上、問題がないと判断される場合は、この限りではない。 

   ※身体障害者支援施設とは、障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第１２項に

規定する障害者支援施設及び同条第２７項に規定する福祉ホームのうち、専ら身体障害者福祉

法（昭和２４年第２８３号）第４条に規定する身体障害者を入所させる施設をいう。 

(4) 指定保護施設 

   おおむね５０人以上の人員を収容（通所者を除く。）することができる規模を有していること。た 

だし、施設の調査の結果、不在者投票の管理執行上、問題がないと判断される場合は、この限りで 

はない。 

   ※保護施設とは、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条に規定する救護施設及び更

生施設をいう。 



 

第３ 指定申請時における必要書類 

(1) 不在者投票施設指定申請書 

(2) 施設概要書 

(3) 投票をする場所の見取り図 

(4) 開設許可書の写し（開設主体が法人にあっては、法人許可書の写し） 

(5) その他必要な書類 

 

附 則 

この基準は、平成１４年１０月１日から施行する。 

 この基準は、平成２４年７月３１日から施行する。 

この基準は、平成２９年３月３１日から施行する。 

この基準は、令和５年１０月２日から施行する。 


